様式第１号（第８条関係）

年　　月　　日

境港商工会議所

会頭　堀田　收　様
住　　　所

名　　　称

代表者役職

代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
平成２９年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈生産性向上型〉交付申請書

　鳥取県版経営革新総合支援補助金〈生産性向上型〉の交付を受けたいので、境港商工会議所鳥取県版経営革新総合支援補助金〈生産性向上型〉交付要領第８条第１項の規定により、下記の通り申請します。

記

	補助対象経費の額
	

	交付申請額
	　　　　　　　　　　円

（　　一般枠　　・　　高度枠　　）※該当する方に○

	添付書類
	１　補助事業実施計画書

２　収支予算書


別紙
補助事業（変更）実施計画書

１　実施主体の概要

	· 企業名

· 代表者職・氏名

· 住　所

· 電話番号・ファクシミリ番号

· メールアドレス（担当者）

· 担当者職・氏名

· 業　種

· 資本金・出資金（千円）

· 従業員数（代表者を除く）　　　　　人


２　事業の概要
	(1)事業計画名（鳥取県版経営革新計画〈生産性向上型〉の計画名を転記）



	(2)補助事業の実施日程（最長２４ヶ月）

鳥取県版経営革新計画〈生産性向上型〉の認定期間：平成　年　月　日～平成　年　月　日
〔開始予定日〕　　　　　　　　　〔終了予定日〕

　□交付決定日　　　　　　　～　平成　　年　　月　　日

　□平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
※補助事業の実施日程は、計画の認定期間内、かつ12ヶ月以上とすること。（開始が交付決定日前となる場合、交付申請日との乖離は６月以内の日付とすること）
※交付決定日以前に着手した経費、終了予定日以降に実施、支払いをした経費は補助対象とならない。ただし、設備投資支援事業のみ、上記補助事業期間内であれば、交付決定日以前の着手を認める）

	(3)他の補助金の活用の有無（有・無）

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に関する問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

	(4)当該事業以外で補助金の交付を受けた実績（県・国等の補助金について、過去３年間の実績を記載。申請予定のものも含む）

□ 平成　　年度鳥取県版経営革新計画支援補助金
□ 平成　　年度鳥取県版経営革新計画支援補助金〈スタート型〉

□ 平成　　年度鳥取県版経営革新計画支援補助金〈成長・拡大型〉
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


３　実施内容

	(1)具体的な実施項目及び所要経費の内容

※鳥取県版経営革新計画〈生産性向上型〉の「６ 経営力向上の内容」に記載の内容と補助事業との関連性がわかるように記載すること。
※実施目的・必要性、時期、場所、担当者名、委託する場合は委託先名・委託先との役割分担等も記載すること。
〔経営力強化支援事業について〕

　・

〔設備投資支援事業について〕

　・



	(2)当事業の目標
・定量的な目標や効果
※鳥取県版経営革新計画〈生産性向上型〉の「５ 経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標」の積算根拠について記載すること。
・経営計画の積算根拠

※売上高、付加価値額等の根拠となるものを記載すること。

・雇用への効果（新規雇用見込み、従業員の処遇改善等）

・定性的な目標や効果

※鳥取県版経営革新計画〈生産性向上型〉の「５　経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標」以外の定性的な目標や効果を記載すること。



４　経営計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	直近期末

(　年　月期)
	1年後

(　年　月期)
	2年後

(　年　月期)
	3年後

(　年　月期)
	計画終了後※1
(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①-②）
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	

	⑦経常利益（⑤-⑥）
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	

	⑨減価償却費
	
	
	
	
	

	⑩付加価値額

（⑤+⑧+⑨）
	
	
	
	
	

	⑪投資利益率※2
	
	
	
	
	

	⑫従業員数
	
	
	
	
	

	
	うち正規雇用者の数
	
	
	
	
	


※1計画終了後の欄は、県版経営革新計画〈生産性向上型〉の計画終了後直近の決算期時点の目標数値を記載すること。（計画期間が3年の場合は、3年後の欄と同じ数値の記載となるため、空欄でも可。）
※2投資利益率の欄は、高度枠での申請者のみ記載すること。（一般枠の申請者は空欄）

投資利益率の欄は、設備投資後の期末から記載すること。
投資利益率（％）＝（⑤営業利益＋⑨減価償却費）の設備投資後の期末からの増加額の年平均値／補助事業に要する設備投資費用総額
５　これまでに利用した類似の補助制度とその成果・総括

	(1)利用した制度
※利用した制度名・利用年度・期間・補助金交付額等を記載

	(2)成果・総括
※上記制度を利用した結果、経営にどの程度寄与したか、定量的成果も含めて記載すること。

※利用した制度が複数ある場合は、利用した制度毎に記載すること。


別紙

補助事業（変更）収支予算書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	金額
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	補助対象経費計
	
	


２　支出の部
（１）経営力強化支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費

区分
	費目
	経費

内訳・明細
	発注先／所在地
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	経費区分

	
	
	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小計（※補助率1/2、海外展開2/3）
	
	
	
	


（２）設備投資支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費

区分
	費目
	経費

内訳・明細
	発注先／所在地
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	経費区分

	
	
	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	設備導入費
	
	
	
	
	
	

	小計（※補助率2/3）
	
	
	
	


（１）～（２）の事業の合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	経費区分

	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	（１）～（２）の合計

※補助金負担は千円未満切り捨て
	
	
	
	


（注）　 １　補助対象経費について、県外事業者への発注を予定している場合は、別紙様式「県外発注理由書」に必要事項を記載の上、収支予算書とあわせて提出すること。
２　委託に係る経費のうち、補助対象経費とできるものは、やむを得ない事情により事前に境港商工会議所が認めた場合を除き県内事業者が実施したものに限る。
３　括弧内には交付決定時の金額を記載すること。
４　必要に応じて行を増やして使用すること。（１ページに収まらなくても構わない）

別紙

県外発注理由書

	経費区分
	経費の内容
	発注先

事業者名
	発注先

所在地
	当該経費に係る

県内事業者の状況
	県内発注できない理由、県外発注で無ければならない理由

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（参考様式）委託に係る経費を県外発注する場合の協議書

　　年　　月　　日　

鳥取県商工労働部企業支援課長　様
事業者名

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印

平成　年度鳥取県版経営革新総合支援補助金〈生産性向上型〉に係る協議書

平成○年○月○日付第○○号で交付決定のあった鳥取県版経営革新総合支援補助金〈生産性向上型〉について、下記のとおり県外事業者に発注したいので協議します。

記

１　県外発注が必要となった経緯等

２　県外発注する内容及びその理由

　　別添のとおり（前ページの県外発注理由書を添付）

